
☆ （1） 「航空従事者学科試験答案用紙」（マークシート）の所定欄に「受験番号」、

「受験番号のマーク」、「科目」、「科目コード」、「科目コードのマーク」、

「資格」、「種類」、「氏名」及び「生年月日」を記入すること。

「受験番号」、「受験番号のマーク」、「科目コード」又は「科目コードの

マーク」に誤りがあると、コンピュータによる採点処理が不可能となるので

当該科目は不合格となります。

（2） 解答は「航空従事者学科試験答案用紙」（マークシート）に記入すること。

☆ １問　５点

☆ 合格は１００点満点の７０点以上とする。

M２M２M２M２

資　　格

 一等航空整備士（回転翼航空機）
 一等航空運航整備士（回転翼航空機）
 二等航空整備士（共通）
 二等航空運航整備士（共通）

題数及び時間 ２０ 題　　4０ 分

航 空 従 事 者 学 科 試 験 問 題航 空 従 事 者 学 科 試 験 問 題航 空 従 事 者 学 科 試 験 問 題航 空 従 事 者 学 科 試 験 問 題

配 点

判定基準

科　　目 航空法規等　〔科目コード：０４〕 ＣＣＣＣ０４２２７2

注 意

記　　　　号
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問 1 航空法の基本的理念で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 国際法に準拠

（２） 航空機の運航に関する安全の確保

（３） 航空機の運航に起因する障害の防止

（４） 航空事業の適正かつ合理的な運営を図る

（５） 日米航空安全保障条約の順守

問 2 「航空保安施設」に該当しているもので次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空灯火

（２） 管制塔

（３） 計器着陸用施設

（４） 衛星航法補助施設

（５） 昼間障害標識

問 3 航空機の登録について次のうち誤っているものはどれか。

（１） 国土交通大臣は航空機登録原簿に航空機の登録を行う。

（２） 航空機は登録を受けたときに日本の国籍を取得する。

（３） 国土交通大臣は申請者に航空機登録原簿を交付して新規登録を行う。

（４） 日本の国籍を有しない人が所有する航空機は登録することができない。

問 4 「登録記号の打刻」を受けるため、当該航空機を国土交通大臣に提示する者で次のうち正しいもの

はどれか。

（１） 当該航空機の所有者

（２） 当該航空機の使用者

（３） 当該航空機の整備責任者

（４） 当該航空機の機長

問 5 航空法第 10 条「耐空証明」の説明で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 登録されると国土交通大臣により発行される。

（２） 政令で定める航空機を除き、日本の国籍を有する航空機でなければ受けることができない。

（３） 航空機の用途及び運用限界を指定して行う。

（４） 設計、製造過程及び現状について検査を行う。

問 6 「飛行規程」の記載事項で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空機の概要

（２） 航空機の落下物に関する基準

（３） 航空機の性能

（４） 発動機の排出物に関する事項

（５） 非常の場合にとらなければならない各種装置の操作その他の措置

（６） 航空機の騒音に関する事項
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問 7 次の条文は、航空法施行規則の「整備及び改造」に規定されている条文を抜き出したものである。　

（ア）に入る語句で次のうち正しいものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

第五条の六　整備又は改造の作業の内容は、次の表に掲げる作業の区分ごとに同表に定めるとおり

とする。

（１） 耐空性に及ぼす影響が軽微な範囲にとどまり、確認において動力装置の作動点検その他複雑

な点検を必要としないもの

（２） 簡単な保守予防作業で、複雑な結合作業を伴わない規格装備品又は部品の交換

（３） 軽微な保守以外の保守作業

（４） 簡単な保守予防作業で、緊度又は間隙の調整を伴わない規格装備品又は部品の交換

問 8 「運用限界等指定書」の用途の記載事項で次のうち正しいものはどれか。

（１） 耐空類別

（２） 陸上単発、水上多発などの区分

（３） 事業の区分

（４） 飛行機、回転翼航空機などの区分

問 9 耐空証明の効力が停止される場合で次のうち誤っているものはどれか。

（１） 航空法第 10 条第 4 項の基準に適合しない場合

（２） 耐空証明の有効期間を経過する前に航空法第 10 条第 4 項の基準に適合しなくなるおそれが

あると認めた場合

（３） 航空機の安全性が確保されないと認めた場合

（４） 当該航空機のまつ消登録があつた場合

問 10 「型式証明」の条文に該当しているもので次のうち誤っているものはどれか。

（１） 申請により、航空機の強度及び構造について型式証明を行う。

（２） 申請があつたときは、その申請に係る型式の航空機が法第 10 条第 4 項の基準に適合すると

認めるときは、型式証明をしなければならない。

（３） 型式証明は、申請者に型式証明書を交付することにより行う。

（４） 型式証明をするときは、あらかじめ経済産業大臣の意見をきかなければならない。

作業の区分 作業の内容

整備

保守

軽微な保守 （略）

一般的保守 （ア）

修理

軽微な修理 （略）

小修理 （略）

大修理 （略）
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問 11 次の条文は、航空法施行規則第 24 条「修理改造検査」に規定されている条文である。　（ア）

～（ウ）に入る条文で次のうち誤っているものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

第二十四条　法第十七条第一項の検査を受けるべき国土交通省令で定める範囲の修理又は改造は、

次の表の上欄に掲げる航空機の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げるものとする。

【上欄】 【下欄】

イ （略）

ロ
　

（略）

（１）

（２）

（３）

（１） 発動機の空気取入口の形状の変更を伴う修理または改造

（２） 装備する発動機、燃料系統またはこれらの部品（発動機の排出物に影響を及ぼす燃焼室その

他の部品に限る。）の変更を伴う修理または改造

（３） 発動機の性能の大きな変更を伴う修理または改造

（４） 発動機の限界事項の大きな変更を伴う修理または改造

問 12 認定事業場の「認定の有効期間」で次のうち正しいものはどれか。

（１） 1 年

（２） 2 年

（３） 無期限

（４） 業務規程の適用を受ける期間

問 13 確認主任者が行う「航空法第 10 条第 4 項の基準に適合することの確認」で次のうち正しいもの

はどれか。

（１） 基準適合証又は航空日誌に認定事業場番号を記入し、押印することにより行う。

（２） 検査の結果が記録された書類に認定事業場番号を記入し、押印することにより行う。

（３） 基準適合証又は航空日誌に署名又は記名押印することにより行う。

（４） 検査の結果が記録された書類に署名又は記名押印することにより行う。

問 14 技能証明を申請する者が「経歴を有することを証明する書類」を国土交通大臣に提出する期限で次

のうち正しいものはどれか。

（１） 技能証明申請書の提出の日から 1 年以内

（２） 技能証明申請書の提出の日から 2 年以内

（３） 当該申請に係る学科試験の合格通知があった日から 1 年以内

（４） 当該申請に係る学科試験の合格通知があった日から 2 年以内

航空機の区分 修理又は改造の範囲

一　法第十九条第一項
　の航空機 （略）

二　前号に掲げる航空
　機以外の航空機

ハ　法第十条第四項第三号の航空機について行う次に掲げる修理又は
　改造その他の当該航空機の発動機の排出物に影響を及ぼすおそれの
　ある修理又は改造

（ア）

（イ）

（ウ）
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問 15 航空機に表示しなければならないもので次のうち正しいものはどれか。但し、第 11 条 第 １ 項

ただし書の規定による許可を受けた場合を除く。

（１） 回転翼航空機の場合、国籍記号及び登録記号は胴体底面にのみ表示する。

（２） 国籍等の表示は主翼面にあっては右最下面、左最上面に表示しなければならない。

（３） 識別板には航空機の製造者及び型式を打刻しなければならない。

（４） 航空機の国籍はローマ字の大文字JAで表示される。

問 16 航空機に「航空日誌」を備える義務がある者で次のうち正しいものはどれか。

（１） 確認主任者

（２） 航空機の所有者

（３） 航空機の使用者

（４） 航空従事者

問 17 次の条文は、航空法施行規則第 212 条の 4「安全管理規程の内容」に規定されている条文であ

る。　（ア）に入る語句で次のうち正しいものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

第二百十二条の四　法第百三条の二第二項の国土交通省令で定める安全管理規程の内容については、

次の表の上欄に掲げる事項については同表下欄に掲げるものとする。

【上欄】 【下欄】

（１） 輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項

（２） 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の体制に関する事項

（３） 輸送の安全を確保するための事業の実施及びその管理の方法に関する事項

（４） 安全統括管理者の責務に関する事項

（略） 安全統括管理者の選任の方法に関する事項

（略）

一　基本的な方針に関する事項
二　関係法令及び安全管理規程その他の輸送の安全の確保のための定めの
　遵守に関する事項
三　取組に関する事項

（ア）

一　組織体制に関する事項
二　経営の責任者による輸送の安全の確保に係る責務に関する事項
三　安全統括管理者の権限及び責務に関する事項

（略）

一　情報の伝達及び共有に関する事項
二　事故等の防止対策の検討及び実施に関する事項
三　事故、災害等が発生した場合の対応に関する事項
四　内部監査その他の事業の実施及びその管理の状況の確認に関する事項
五　教育及び訓練に関する事項
六　輸送の安全に係る文書の整備及び管理に関する事項
七　事業の実施及びその管理の改善に関する事項
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問 18 次の条文は、航空法第 145 条の 2「認定事業場の業務に関する罪」に規定されている条文を抜

き出したものである。　（ア）～（イ）に入る語句の組み合わせで次のうち正しいものはどれか。　

（１）～（４）の中から選べ。

第百四十五条の二　第二十条第一項の認定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、

その違反行為をした者は、百万円以下の罰金に処する。

一 第二十条第二項の規定による認可を受けないで、又は認可を受けた（ア）によらないで、

同条第一項の（イ）に係る業務を行つたとき。

二 第二十条第六項の規定による命令に違反したとき。

（１） ・

（２） ・

（３） ・

（４） ・

問 19 航空法施行規則第 14 条第 3 項に定める「附属書第三に定める基準」で次のうち正しいものはど

れか。

（１） 航空機の騒音の基準

（２） 航空機の発動機の排出物（二酸化炭素を除く。）の基準

（３） 運用許容基準

（４） 航空機及び装備品の安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準

問 20 次の文は「ヒューマンファクター」の重要性について説明したものである。　（ア）～（エ）に

入る語句の組み合わせで次のうち正しいものはどれか。　（１）～（４）の中から選べ。

航空技術の進歩にしたがって、航空機の（ア）は減少を続けてきたが、最近では低下傾向が鈍化し

ている。

また、事故原因を見ると、（イ）に起因するものの比率は時代の推移とともに減少してきているが、

最近は（ウ）の過ち、すなわちヒューマンエラーが原因となる事故の比率が次第に大きな部分を占

めるようになってきた。

そのため、航空事故をよりいっそう減少させるためには、ヒューマンエラーの発生をできるだけ防

ぐことが重要であり、そのためには（エ）とその限界などを知り、その知識を有効に生かすヒュー

マンファクターの考えを理解し、それらを考慮した適切な対応を行うことが必要となった。

（１） ・ ・ ・

（２） ・ ・ ・

（３） ・ ・ ・

（４） ・ ・ ・

（ア） （イ）

安全管理規程 認証

整備管理規定 審査

業務規程 認定

整備規程 許可

（ア） （イ） （ウ） （エ）

操縦ミスによる事故 運航形態 整備士 機材の能力

事故率 機材 人間 人間の能力

整備ミスによる故障 整備方式 操縦士 操縦士の疲労管理

故障率 整備技術 製造会社 製造会社の支援
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